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の企業会計化を目傑としたものであった。鉄道会議専門委員会

により数次の検討が行われ，昭和 22 ・ 3 帝国鉄治特別会計法は廃

止となり，新たに国営鉄道事業特別会計 法が公平'iï h並行された。

i走者は Ijíj記会計 制度改革の IUjl@1と合わせてとりあげられた経

蛍管理改1Y" 方式であり ，昭和 23るには~{#\工織部に失施方策が

示され， 11 月には ， 国営 lさ1 ill)JIIIの起死回生鍛として横) 11 自動車

区に試行され， 24 ・ 4 から全性1 ífVJ 11工区におよぼされた。そ して'&Il

立採算~lfiJが決定的の命題と して従示されたのは， I主|欽が公共企

業休として新発足を遂げてからのことである。

(2) 公共企業体 L 日本固有鉄泊1 の発足 終戦直後からi町長

n~ 政経済処思!対策の一段として国鉄を含めた|主1 '1也事業の経蛍形

態に|其l して数々の論議があらわれ，政府においても行政tdl織の

改編と関連して樋々考案されたが， 11召和 23 ・ 7 ， 芦間首相宛マッ

カーサ一元8111 の ínhTiに端を発して IMj闘は急速に具体化された。

すなわちこの告聞は， 公務員M~の問 IWI.flM業 ， ~Iト淡行為の禁止を

内容とするものであ っ たが ， 1主l欽の経営する llr.î'f(の特殊性にか

んがみ， [主|欽の従業Qは， 一般公務員とは別の労働1，)(1係におか

るべきであり ，またその労働関係は， 官庁組織とは~なる公共

企業体のような経営形態にあるべきことを示さしたものであっ

た。か く て急速に法規の制定がはじまり，昭和 23 ・ 11 t('; 3 国会

において日本国有鉄道法と公共企業体労働関係法が成立し， 24 ・

6 公共企業休 L日本国有鉄道1 の発足とな っ た。

日本固有鉄道は， 発足と同時にまず大師なドッジラインにも

と づく予算の削減を受け，ついで 7 月には 10 万人にのぼる人員

の大盤思を行い， さらに内部組織の板本的な改革に着手 した。

以来鋭:ìJ輸送力の整備拡充と経営の改善につとめた。すなわち

営業収支についてみれば，イ ンフレーションと賃上げによる財

政の窮乏は， II?-'J和 24 年以降数次にわたる五m改正や， Ì\Y/送によ

る収入j悦， 経担tの節約等によりようやく立直りはじめた。

この間新形機関車の登場，列車速度の向上， fネ線作業の機械

化，客111割高体化の促進，自動信号保安設úiliの紘充，移動無線設

fijliや ， 船舶レーダーの採用等があり ， さらに特別急行列車の復

祈 ， 特別 2 さ1\ 111等の述結も行われ， その他施設 ・制度の改普が

行われた。

一方H百和 26 年には鉄道建設移設会が殻位されたが， この年筏

川， 洋;1霊 ， 赤穂の 3 線が建設され， その後諸々と建設はil主ちよ

く し， 29 ・ 3 月には可部線の 18. 5 km が完成され， 匡|鉄営業キロ

は 2 万 km を炎破し， 経営規模の而からも l つのエポックを闘

するに至っ た。

また経営合理化に役立つ電化は， 上越線のfG:化を皮切りに，

ng和 24 年以降東海道線の値化がil主ちょ く し(昭和 31 ・ 11 全線電

化完成) ， 奥羽総，常磐線の一部， j[，Ij n時総の 1ft!化がおわった。電

力自治の加では，終戦直後小千谷水力発711所の完成があったが，

IIg和 26 年には千手水力発電所が送電を IJ fl始した。

国鉄は一応上記の立直りをみせたが， 全般的には老朽した施

設の緊急取替えとJ1!/大する輸送:@:に対応する施設の地鼠が当商

の課題とされた。しかしその対策は財政のぜい弱の放に遅々と

して進まなか っ た。昭和J 30 ・ 6 運輸大臣の諮問俄l誕!として設置

された国鉄経営調資会はその答申 (31 ・ 1) の中で， これらの点を

余すところなく指摘した。国鉄はこの答申の総にそ っ て諸対策

の HËil主をはかることとし，さらに同年 8 月にはさきに政府の樹

立した経済 5 箇年計画に即応する国鉄 5 箇年昔|闘をたて 32 年

度から強力におし進めること と なった。

(3) 私鉄の復興 私鉄もまた施設の断使と戦災による荒廃に

よ っ て終戦直後は殺人的混乱を呈 したが，昭和 24 年ころから

急速な立直りをみせ， lßIt前をしのぐ発展ぶりを示した。中でも

帝都高速度交通営団の地 F鉄丸の内線の建設は都市交通商に一

生聞を開いた。ー」鉄道。国鉄建設史。日本固有鉄道の組織の

変造。鉄道労働巡illlJ史。迅速史。
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l 近代化の意味と目際

企業経営は一定の生産li)!il 係， 市場関係および飢餓l弘l係をもっ

た 1 つの制度である。 この全体の制度としての企業経営の近代

化は生産綴式の資本主義化とし、う形で行われている。したが っ

て，資本主義的諸条件が与えられれば，とくに完全な資本主義

的競争市場が想定されるならば，企業経営の近代f~は 自動的に

進行するのであって， そこにはここでとくに係上げるべき問題

は伏在 しない。 すなわち ， 自由競争市場を通じて近代化されな

い企業経営，または近代化のいちじるしく遅れた企業経営は自

然、に淘汰(とうた)されるからである。しか し現実の市場はすべ

て不完全競争市場であり ， 買手と売手のそれぞれにおいて制度

化された選好が存在している。

このような不完全競争市場のもとにおいては，近代化されな

い前資本主義的企業経営や近代化の遅れた企業経営が， 近代化

された資本主義的企業とともにまたそれと筏接な制度的関連に

おいて存在する可能性がある。現在わが国の一般企業について

は，国際的な技術および経営の水準にまでこれを近代化する必

要が提唱され，この閣の近代化は終戦以米今 日ま で急速な速度

で実践されている。これは戦争により国際競争経済から閉鎖さ

れたために， 日本経済に生じた近代化の遅れを埋めようとする

努力とその結果にほかならない。

この近代化の遅れはこのような国際経済的に生ずるのみでな

い。国内の経済領域においても近代化の遮れの生ずる最も危険

の多い経済領峨がある。この特定の領域はサービス提供の不断

性と 1当 然的'!<h占性を本質とする産業， すなわち，鉄道 ・ 電気 ・

ガス ・ 水道 ・ 都市交通など一連の公議事業にほかならない。

これらの事業は，それがも っ ている技術的および自然、的条件

のゆえに，競争，11幼の洗礼を受けることが少ないために， 近代

化の遅れを生ずる危険が非常に多い。

これを国有鉄道の事業経営についていえば， これまでまた今

日でも法的~rt\占が与えられ， これによって技術の総合的研究や

輸送需要の安定によって， 輸送や輸送方式の近代化の可能性が

促進される場合もある反面， 多大な既設資産の活用を目的とし

て施設 ・ 車両 ・ 輸送方式 ・ 組織等の近代化を政策的に遅滞せし

める楊合が多い。さらに， 進歩的な経営政策によって近代化が

行われると しても ， その近代化が現実の経済，社会の嬰求する

一定の経済的社会的水準から雌反することも考えられる。

か く て鉄道事業の近代化とは紛送サービス ・ 輸送方式 ・施設 ・

車両 ・ 設備ならびに組織の諸国について， 事業経営を一定の社

会的水準にまで達成せしめること であるといえる。そしてこの

社会的水準は突際上および想定上の園内および国外の類似およ

び関連事業との関係から規定されるものであり，近代化の目標

は科学技術が迷成しうる理想水準ではなく ， また経営内外の社

会関係から前近代的な要素の全面的な払しょ く という理想的段

階でもなく， 実際上および想定上， 社会的に規定される社会的

経済的水準の達成にある といわなければならない。




